
山口学芸大学及び山口芸術短期大学における受託研究取扱規程 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、山口学芸大学及び山口芸術短期大学（以下「本学」という。）における

受託研究の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

（1）受託研究 学外から研究の委託を受けて行う研究をいう。 

（2）委託者 前号に係る経費（以下「研究費」という。）を、負担する者をいう。 

 （3）研究当事者 受託研究を実施する本学の職員をいう。 

 （受入れ原則） 

第３条 受託研究は、本学の教育研究上有意義であり、かつ、教育研究に支障を生じるおそ

れがないと認められる場合に限り受け入れるものとする。 

 （委託申請） 

第４条 委託者は、受託研究申込書（様式１）を学長に提出しなければならない。 

 （受入れの決定） 

第５条 学長は、前条の申請があった場合は、第３条に定めるところにより、受入れを決定

するものとする。 

 （契約の締結） 

第６条 学長は、前条の受入れの決定をしたときは、委託者と受託研究に関する契約（以下

「受託契約」という。）を締結するものとする。 

 （秘密保持） 

第７条 学長及び委託者は、受託研究の契約締結に当たり、相手方より提供又は開示を受

け、若しくは知り得た情報について、あらかじめ協議の上、非公開とする旨を定めること

ができる。 

 （契約等の遵守） 

第８条 研究当事者及びその他受託研究の実施に携わる者は、受託研究契約その他本学の関

係規則等を遵守しなければならない。 

 （研究費） 

第９条 委託者は、受託契約に定める研究費を原則として当該受託研究の開始前に納付しな

ければならない。 

２ 研究費は、物品費、旅費及び謝金等による受託研究の遂行に直接必要な経費（以下直接

経費」という。）及び受託研究の遂行に関連し直接経費以外に必要となる経費（以下「間接

経費」という。）の合算額とする。 

３ 前項に定める間接経費については、原則として直接経費総額の10％に相当する額とす

る。ただし、委託者が公的機関の場合であって、別に間接経費の率を定める場合は、当該



委託者が定める率に基づき算出された額とする。 

４ 間接経費の額が適当でないと認めるときは、前項の定めにかかわらず、委託者との協議

の上決定することができるものとする。 

５ 納付された研究費は、原則として返還しないものとする。ただし、学長が特に必要と認

めた場合は、その全部又は一部を返還することができる。 

 （設備等の帰属） 

第 10 条 研究費により取得した設備等は、本学に帰属し、これを返還しないものとする。 

 （中止又は期間の延長） 

第 11 条 受託研究は、委託者が一方的に中止することはできない。 

２ 研究当事者は、天災その他やむを得ない事由により受託研究を中止し、又は期間に定め

のある研究を延長する必要が生じたときは、直ちにその旨を申し出なければならない。 

３ 学長は、前項の報告を受けた場合において、やむを得ない理由があると認めるときは、

受託研究の中止又はその期間の延長を決定するものとする。 

４ 学長は、前項において受託研究の中止又は延長を決定したことにより、第６条に定める

契約に変更が生じたときは、契約変更の手続きを行うものとする。 

５ 第２項に定める申し出があった場合において、本学は当該事由に係る責を負わないもの

とする。 

 （受託研究完了報告） 

第 12 条 研究当事者は、当該受託研究が完了したときは、得られた研究結果について報告書

をまとめ、遅滞なく学長に報告するものとする。 

２ 学長は、前項の報告を受けたときは、当該受託研究の結果を、委託者に通知するものと

する。 

 （研究成果の公表） 

第 13 条 研究当事者は、原則として受託研究による研究結果を公表するものとする。ただ

し、公表の時期及び方法については、第７条に定める秘密保持の義務を遵守したうえで、

かつ、知的財産の管理活用の妨げにならない範囲において、本学と委託者の協議により定

めるものとする。 

 （知的財産の取扱） 

第14条 受託研究の実施に伴い創出された知的財産権（発明及び特許権、考案及び実用新案

権、意匠及び意匠権、商標及び商標権、半導体集積回路及び回路配置利用権、著作物（デ

ータベース及びプログラムを含む）及び著作権、成果有体物及び育成者権、技術情報並び

にノウハウその他人間の創造的活動により生み出されるもののうち財産的価値を有するも

のをいう。）は、特段の定めがない限り本学に帰属するものとし、これを無償で使用さ

せ、又は譲与することはできないものとする。 

２ 前項の取扱いは、別に定める。 

 （準用） 

第 15 条 この規程に定めるもののほか、受託研究の取扱いに関し必要な事項は、山口学芸大

学・山口芸術短期大学における公的研究費事務取扱規程を準用するものとする。 



 （事務） 

第 16 条 この規程に関する事務は、総務部企画課において行う。 

（雑則） 

第 17 条 この規程に定めるもののほか、受託研究の取扱いに関し必要な事項は、法人の承認

を得て学長が定める。 

 

附 則 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

   附 則 

  この規程は、平成28年６月10日から施行し、５月１日から適用する。 

   附 則 

  この規程は、平成30年６月20日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、令和７年４月１日から施行する。 

 


